
 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 連 絡  

 令和２年５月２２日 

 

各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課 

大 学 又 は 高 等 専門 学 校 を 設 置 す る 各 地 方 公 共 団 体 担当課 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

大学を設置する各学校設置会社担当課 

独立行政法人国立高等専門学校機構担当課 御中 

各都道府県教育委員会専修学校主管課  

各 都 道 府 県 専 修 学 校 主 管 課  

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 営 支 援 課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

大学及び高等専門学校を設置する公立大学法人を設立する各地方公共団体担当課  

日 本 語 教 育 機 関 担 当 課  

 

文部科学省高等教育局学生・留学生課   

 

 

学生支援緊急給付金（「学びの継続」のための『学生支援緊急給付金』） 

の申請及び選考について（周知） 

 

 

平素は文部科学行政に格別の御高配を賜り、誠にありがとうございます。 

令和２年 5月 19 日付事務連絡「学生支援緊急給付金給付事業（「学びの継続」のため

の『学生支援緊急給付金』について（依頼））」で予告しておりましたスマートフォンを

活用した申請システム及び選考にあたっての留意点につきましてお知らせ致します。 

 

１．スマートフォンを活用したオンライン申請について 

今回の事業の実施にあたっては、学生等の利便性、事務の効率化・簡素化の観点か

ら、スマートフォンを活用した申請システムを用意させていただきました。本システム

は、学生等が LINE を活用しスマートフォンで容易に申請を行うことができるのみなら

ず、学生等の申請データをもとに、日本学生支援機構に提出するために大学等が作成す

る推薦リストを様式に沿って容易に作成できるなど、利便性の高いものとなっていま

す。 

 本システムの利用を希望される各大学等におかれましては、下記（１）に記す URL 又は

QR コードから必要事項をご登録ください。大学等ごとに QR コード等が発行されます。大

学等ごとの QR コード等や下記（２）に記す学生等向けの案内動画を含め、所属する学生等

【重要】 
新型コロナウイルス感染症拡大による影響で、経済的困難な状況に陥っている家庭から

自立した学生等が、学びを継続できるよう実施する「学生支援緊急給付金給付事業」につ

いて、スマートフォンを活用した申請システムを案内させていただきます。 

また、選考にあたっての留意点を改めてお知らせします。 

本件について、在籍する学生等へ周知していただくとともに、支給を希望する学生等の

審査、とりまとめについてご協力をお願いします。 



 

に対しても本システムを利用しての申請を周知するようお願いいたします。但し、従来日

本学生支援機構の奨学金を活用していない専門学校・日本語教育機関については、本シス

テムを利用できませんので御注意ください。 

 

なお、本システムの利用は任意であり、システムの利用をご希望されない大学等におか

れては別途手続きを進めていただくようお願いいたします。 

また、本システムを利用するにあたっては、別添の約款に同意していただく必要があり

ますので、ご承知おきください。 

 

（１）各大学等の登録申請フォーム 

・スマートフォンからの登録申請フォーム 

https://landing.lineml.jp/r/1654247571-xPdebnJJ?lp=uO59TY 

 

・QR コード 

 

 

・パソコンからの登録申請フォーム 
https://weblink.jp/ZBSL4q 

又は 

https://myfm.jp/38MsC0/_anonymous?_ak=554e53 

 

（２）学生等向け案内動画 

 ・学生等に案内するための URL（学生等にも御案内ください。） 
  https://youtu.be/I1n5tiDzQx4 

 

 ・各大学のホームページなどに掲載いただく場合の html コード 

<iframe width="560" height="315" src="https://www.youtube.com/embed/I1n5tiDzQx4" 

frameborder="0" allow="accelerometer; autoplay; encrypted-media; gyroscope; 

picture-in-picture" allowfullscreen></iframe> 

 

２．選考にあたっての留意点 

 事務処理要領等でお示ししました「対象者の要件に関すること」におきまして、①から

⑥（留学生においては①～⑤及び⑦）の要件を満たすことを求めておりますが、当該要件

に記載のとおり、大学等において、学生等の自己申告状況に基づき総合的に判断いただき

推薦する仕組みとなっております。各大学等の審査に際しては、学生等へのヒアリングな

どを通して、実情に寄り添った形で審査・判断いただきますようお願いいたします。５月

１９日付事務連絡でお示ししました概要についても、別添のとおり修正しておりますので、

お知らせします。 



 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本件問合せ先） 
 
＜大学、短期大学、高等専門学校、日本語教育機関＞ 

e-mail: kyuhugata-shien@mext.go.jp 
※ お問合せは、メールにてお願いします。 
※ メールの件名に【学校名】記載ください。 

 
＜専門学校＞ 
   電話：03-5253-4111（代表） 

※ お問合せの際は、交換手に「専門学校生への緊 
 急給付金についての問合せ」と御説明ください。 

 
（国立大学） 

文部科学省高等教育局国立大学法人支援課 
電話：03-5253-4111（代表） 
支援第一係（内線 3757） 
支援第二係（内線 3766） 
支援第三係（内線 3765） 
支援第四係（内線 3754） 

（公立大学） 
文部科学省高等教育局大学振興課公立大学係 

電話：03-5253-4111（代表）（内線 3370） 
（私立大学） 

文部科学省高等教育局私学部私学行政課総務係 
電話：03-5253-4111（代表）（内線 2530） 

（国立高等専門学校） 
文部科学省高等教育局専門教育課高等専門学校係 

電話：03-5253-4111（代表）（内線 3347） 
（専修学校） 

文部科学省総合政策局生涯学習推進課専修学校第２係 
電話：03-5253-4111（代表）（内線 3958） 

（日本語教育機関） 
文部科学省高等教育局学生・留学生課修学支援室 

電話：03-5253-4111（代表）（内線 3508） 



キャリタス Contact 利用約款 

 

「キャリタス Contact」を利用される事業者は、「キャリタス Contact」を企画・管理する株式会社

ディスコ（以下「運営管理者」といいます。）に対し、以下の約款に同意していただく必要があり

ます。 

 

第 1 条（約款の適用） 

「キャリタス Contact」利用約款（以下「本約款」といいます。）は、運営管理者が企画・運営する

「キャリタス Contact」の利用に関して、「キャリタス Contact」にかかるサービスの契約内容として

同意の上、運営管理者と契約（以下「本契約」といいます。）を締結した事業者（以下「事業者」

といいます。）に対して適用されるものとします。 

2. 運営管理者は、本約款に基づき事業者に「キャリタス Contact」にかかるサービスを提供す

るものとし、事業者は、本約款に定める業務を誠実に履行するものとします。 

3. 「キャリタス Contact」は、LINE 株式会社が提供する LINE 公式アカウントを使用したサービ

スです。LINE 公式アカウントのサービス利用については、LINE 公式アカウントの規約に準ず

るものとします。 

 

第 2 条（キャリタス Contact の利用申込および契約の成立） 

事業者は、「キャリタス Contact」の利用にかかる申し込みを行う場合には、「キャリタス Contact」

により提供されるサービスの内容を理解・承諾の上、運営管理者が定める方法により申し込む

ものとします。なお、「キャリタス Contact」の利用を申し込んだ時点で事業者が本約款に同意

したものとみなします。 

2. 「キャリタス Contact」の利用期間は、事業者が申し込んだサービスが利用可能な状態とな

った時点から始まり、事業者が申し込んだ基本契約プラン（6 カ月プラン、12 カ月プラン）の終

了までとします。但し、各プランは暦月 1 日から末日までの月ぎめとし、当月内で 1 日でも利用

があれば 1 カ月とみなし、利用開始日または利用終了日による利用料の日割り減額は行わな

いものとします。なお、利用期間終了日の前月 20 日までに事業者から申し出がない場合は、

終了日以降 1カ月ごとの自動更新とし、以後も同様とします。 

 

第 3 条（「キャリタス Contact」の利用） 

事業者は、「キャリタス Contact」を利用するにあたり、本約款に規定する事項および「キャリタス

Contact マニュアル」を遵守するものとします。なお、運営管理者は、「キャリタス Contact マニ

ュアル」につき、自己の判断により適宜変更することができるものとします。 

2. 運営管理者は、事業者が「キャリタスContact」を利用するにあたり、事業者に対し、予め「キ

ャリタス Contact マニュアル」、その他運営管理者が必要と判断する「キャリタス Contact」の機

能・サービス内容の詳細・利用方法等についての資料を提示するものとします。 



3. 運営管理者は、事業者のために「キャリタス Contact」の操作方法、その他「キャリタス

Contact」に関する問い合わせを運営管理者指定の E-mail またはチャットにより受け付けるも

のとします。受付時間は、運営管理者が別途定めるところに従います。 

 

第 4 条（「キャリタス Contact」利用企業 ID・パスワード） 

運営管理者は、本契約が成立した場合には、事業者に対し、「キャリタス Contact」の利用にか

かる ID・パスワード（以下「ID 等」といいます。）を発行するものとします。 

2. 事業者は、個人情報保護およびセキュリティ保持の必要上、ID 等について厳重な管理義

務を負うものであり、第三者に ID 等を譲渡または、貸与もしくは開示等してはならないものとし

ます。但し、事業者が事務処理の必要性から ID 等を業務委託先に使用させる場合には、事

業者の一切の責任においてこれを行うものとし、それにかかる事故等に関し、運営管理者は

何らの責任も負わないものとします。 

 

第 5 条（取得情報の取り扱いについて） 

事業者による取得情報の使用および管理に関し、第三者から運営管理者に対して訴訟提起

その他のクレームがなされた場合、かかるクレームや訴訟に対して、事業者は一切の責任と費

用でこれを解決するものとし、運営管理者が一切責任を負わないことに同意するものとします。 

2. 事業者は、「キャリタス Contact」の操作を第三者に委託する場合も本条項と同等の義務を

当該第三者に負わせるものとします。但し、それにより事業者の責を免れるものではありません。 

 

第 6 条（保守作業等による「キャリタス Contact」の運営の一時的な停止） 

運営管理者は、次の各号に該当する場合には事業者への事前の通知や承諾なしに、「キャリ

タス Contact」の一時的な運営の停止を行うことがあり、事業者は、これを予め承諾します。 

(1)「キャリタス Contact」にかかるサーバーの保守または「キャリタス Contact」の仕様の変更もし

くはシステムの瑕疵の補修等を行う場合 

(2)天災地変その他非常事態が発生し、もしくは発生するおそれがあり、または法令等の改正・

成立により「キャリタス Contact」の運営が困難または不可能になった場合 

(3)上記各号の他、運営管理者がやむをえない事由により「キャリタス Contact」の運営上一時

的な停止が必要と判断した場合 

2. 前項に定める「キャリタス Contact」の一時的な運営の停止により、事業者が登録した会社

情報等の「キャリタス Contact」上への反映の遅れまたは事業者を登録許可した登録者（以下

「登録者」といいます。）からの情報の受信の遅れが生じた場合でも、運営管理者は、何らの責

任も負わないものとします。 

 

第 7 条（利用料） 

事業者は、事業者が申し込んだサービスが利用可能な状態となった時点で、別途定めた金額



を「キャリタス Contact」の利用料（以下「利用料」といいます。）として支払わなければならない

ものとし、事業者がその後サービス利用期間を短縮する等、申込内容を変更した場合であっ

ても、利用開始日、利用終了日による日割りの減額を行わないものとします。 

2. 事業者は、サービス期間の途中において本契約が終了した場合（運営管理者の責に帰す

べき事由による場合を除く。）においても利用料の支払い義務を負うものとし、事業者が既に

利用料を運営管理者に支払っている場合には、運営管理者は事業者に対し利用料の返還義

務を負わないものとします。 

3. LINE 公式アカウントの利用料は事業者が別途契約し、事業者にて負担するものとします。 

 

第 8 条（請求および支払い方法） 

運営管理者は、事業者に対して、事業者が「キャリタス Contact」を利用することが可能になっ

た後速やかに利用料にかかる請求書（以下「請求書」といいます。）を送付するものとします。 

2. 事業者は、前項に基づき請求書を受領した場合、請求書に記載された支払い期日までに

運営管理者の指定する金融機関の口座への振込みにて利用料を支払うものとします。なお、

支払いにかかる手数料は、事業者の負担とします。 

 

第 9 条（約款の変更） 

運営管理者は、以下の場合に、運営管理者の裁量により、本約款を変更することができるもの

とします。 

（1）本約款の変更が、事業者の一般の利益に適合するとき 

（2）本約款の変更が、本契約の目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相当

性、変更の内容その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであるとき 

運営管理者は、本約款について重要な変更を行う場合には、変更内容・条件等（以下「変更

条件」といいます。）の適用開始日の 1 ヶ月以上前から適用開始日まで、変更条件を「キャリタ

ス Contact」に掲載またはメールにて通知するものとします。 

2. 事業者は、変更条件を承諾しない場合には、当該変更条件の掲載日より 1 ヶ月以内に、メ

ールまたは書面にて運営管理者に対して通知しなければなりません。 

3. 運営管理者が前項の通知を受領した場合は、当該変更条件適用開始日の前日をもって

本契約は終了するものとします。但し、第 7 条 2 項の規定に従い、事業者は利用料の全額に

ついて支払い義務を負うものとし、事業者が既に利用料を支払っている場合には、運営管理

者は事業者に対し、利用料の返還義務を負わないものとします。 

4. 前項の規定により、本契約が終了する場合を除き、本約款は、適用開始日に、当該変更条

件どおりに当然に変更されるものとします。変更後の本約款の適用開始日以降に事業者が

「キャリタス Contact」のサービスを利用したときは、事業者は、本約款の変更に同意したものと

みなします。 

 



第 10 条（運営管理者の機密保持義務および個人情報の取り扱い） 

運営管理者は、事業者の「キャリタス Contact」の利用により、事業者が「キャリタス Contact」に

登録した会社情報等および個人情報（JISQ15001 の定義に従うものとし、以下「個人情報」とい

います。）を機密として厳重かつ適正に取り扱うものとし、当該事業者の同意を得た場合を除き、

本約款に定めるサービス提供の目的以外での利用を行わず、かつ第三者に開示または漏洩

しないものとします。 

3. 運営管理者は、事業者から別途個人情報の取り扱いを委託された場合、当該個人情報を

機密として保持し、事業者の事前の書面による承諾なく、個人情報の複写、破壊、改竄、第三

者への開示および漏洩、情報開示目的以外での利用を行いません。 

4. 申し込みされた企業担当者の個人情報（企業名、所属部署名、氏名、連絡先住所、電話

番号、E-mail アドレス等） は、運営管理者の〈個人情報保護責任者〉辰本友志（個人情報相

談窓口 TEL：0120-77-5078（受付時間：月～金 10：00～12：00／13：00～17：00）、E-mail：

privacy-madoguchi@disc.co.jp）が厳重に保管、管理します。また、下記の利用目的のみで使

用し、予め本人の同意なく他の目的で利用することはありません。 

(1) 「キャリタス Contact」掲載用原稿の内容および配信用原稿等の内容に関する「キャリタス

Contact 運営事務局」からの問い合わせや連絡 

(2) 新卒採用に関するメールマガジンの配信 

(3) 「キャリタス Contact」関連サービスの保守等の情報の提供 

(4) 運営管理者の各種商品・サービスのご案内の提供 

(5) システム運用のサポート業務 

 

5. 個人情報のご記入は任意です。但し、個人情報を記入いただけない場合、「キャリタス

Contact」のサービスが受けられないことがあります。 

6. 運営管理者は、個人情報をできるだけ正確かつ最新の内容で管理いたします。利用目的

の通知、個人情報の開示、訂正、追加または削除、および個人情報の利用または提供の拒否

等を求める場合には、以下にお問い合わせください。 

 

【問い合わせ先】 

キャリタス就活 カスタマーサポート 

E-mail：jobmgrinfo21@disc.co.jp  

 

7. 運営管理者は、個人情報保護責任者を選定し、業務遂行上個人情報を取り扱うことが必

要な者（運営管理者との雇用関係の有無を問いません。）にのみ個人情報を取り扱わせるもの

とします。 

8. 運営管理者は、業務上必要な範囲内でのみ第三者に個人情報を取り扱う業務の全部また

は一部を委託することができるものとします（以下、かかる第三者を「委託先」といいます。）。但



し、その場合、運営管理者は、本条における運営管理者の義務と同等の義務を委託先に負わ

せるものとします。 

9. 運営管理者は、事業者から個人情報の管理体制についての報告を求められた場合、第三

者の個人情報の秘匿性を害することがない方法および内容で、事業者に対して当該報告を

行うものとします。 

10. 以下の場合、運営管理者は、個人情報を開示することができるものとします。但し、この場

合においても、運営管理者は、可能な限り個人情報の機密性の保持に努めます。 

(1)法令に基づく場合 

(2)人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得るこ

とが困難であるとき 

(3)公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき 

(4)国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行す

ることに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂

行に支障を及ぼすおそれがあるとき 

 

第 11 条（運営管理者の免責） 

事業者は、自己の責任により「キャリタス Contact」を利用するものとし、運営管理者は、本契約

もしくは、その履行および「キャリタス Contact」の利用に関して事業者につき生じた損害につ

いて、運営管理者の故意または重大な過失による損害であることが明白な場合を除き、何らの

賠償義務を負わないものとします。なお、運営管理者が責任を負う場合であっても、かかる責

任は、直接かつ通常の損害の範囲に限られ、かつ事業者が申し込んだサービスの利用料相

当額を上限とします。 

2. 運営管理者は、前項にかかわらず、第 10 条の義務に違反し、個人情報の帰属主体（以下

「本人」といいます。）に損害を与えた場合には、本人に対する責任を負うものとし、事業者が

本人からの請求に応じて損害賠償をした場合、その賠償金相当額を事業者に対して支払うも

のとします。但し、事業者が本人からの損害賠償の請求を受けた後直ちに運営管理者に対し

てその旨通知し、運営管理者に対して紛争解決にあたる機会を与えなかった場合はこの限り

ではありません。 

3. 運営管理者は、天災地変その他不可抗力（運営管理者の責めに帰すべき事由によらない

回線の輻輳、回線の障害、サーバーダウン等を含みます。）により生じた損失につき何らの責

任も負わないものとします。 

4. 運営管理者は、業務上通常要求される程度の合理的な措置を運営管理者が講じていたに

もかかわらず、事業者または第三者の責めに帰すべき事由により生じた損失（①ウイルスによ

るサーバーダウン、システム障害、データの流出・損壊および誤った情報の掲載、②ハッキン

グによるサーバーダウン、システム障害、データの流出・損壊および誤った情報の掲載、③プ



ロバイダのダウン、④事業者の操作ミスによるデータの流出・損壊、採用機会の損失および誤

った情報の掲載並びに⑤システム環境の変化による障害等の運営管理者の責によらない「キ

ャリタス Contact」にかかるシステムの瑕疵等を含みます。）につき、何らの責任も負わないもの

とします。 

 

第 12 条（権利義務譲渡の禁止） 

事業者は、本契約上の地位に基づく一切の権利義務を、運営管理者の事前の書面による承

諾なく、第三者に譲渡もしくは貸与し、または担保に供してならないものとします。 

 

第 13 条（禁止事項） 

セキュリティ保持の必要性に鑑み、事業者の自動巡回プログラム等により「キャリタス Contact」

に関するシステムの全部または一部に過負荷をもたらすおそれのある行為は一切禁止します。

万一事業者が当該行為を行った場合、運営管理者はこれに対し事前予告なくして遮断措置

等技術上の措置を講じることができるものとし、これにより事業者に損失が生じた場合でも運営

管理者は何らの責任も負わないものとします。 

 

第 14 条（反社会的勢力との関係） 

事業者および運営管理者は、自己が反社会的勢力に該当せず、かつ、反社会的勢力と何ら

関係を有していないことを表明し、保証するものとします。 

 

第 15 条（契約期間・解除） 

本契約の有効期間は、契約の成立日より「キャリタス Contact」の利用期間終了日までとし、利

用期間終了日の前月２０日までに事業者から申し出がない場合は、終了日以降 1 カ月ごとの

自動更新とし、以後も同様とします。 

2. 前項にかかわらず、運営管理者または事業者は、相手方が次の各号に該当するときには、

相手方に対し通知を行うことにより、即時に本契約を解除または「キャリタス Contact」の一定期

間の利用を停止することができます。 

(1)本約款の規定に違反したとき 

(2)相手方の信用を傷つけたとき 

(3)差押え、仮差押え、仮処分、租税滞納処分を受け、または破産、民事再生、特別清算、会

社更生を自ら申し立て、もしくは申し立てを受けたとき 

(4)手形・小切手の不渡処分を受け、またはその他支払い不能となったとき 

(5)事業の全部または重要な部分を他に譲渡したとき 

(6)合併等により経営環境に大きな変化が生じたとき 

(7)信用に不安が生じたとき 

(8)事業を廃止したとき、または清算にはいったとき 



(9)事業者が内定の取消または採用中止その他登録者の差別的な取り扱いまたは言動等、採

用活動上望ましくない行為を行ったとき 

(10)事業者が法令違反その他社会的合意に反する行為等を行ったことにより運営管理者が

「キャリタス Contact」に会社情報等を掲載することが望ましくないと判断したとき 

(11)その他本約款に定める事項を遂行できる見込みのなくなったとき 

3. 運営管理者は、前項各号に定める事項の他、第三者からの苦情または事業者に起因する

トラブル等から、事業者による「キャリタス Contact」の利用が、運営管理者または「キャリタス

Contact」の信用等に影響を及ぼす可能性があると判断した場合には、事業者に対し通知す

ることにより、本契約を即時に解除することができるものとします。 

4. 事業者は、前２項の規定により本契約を解除された場合には、期限の利益を喪失し、直ち

に運営管理者に対する一切の債務を弁済するものとします。 

5. 運営管理者は、事業者が次の各号に該当し、かつ運営管理者が緊急を要すると判断した

場合には、事業者に対し事前の通知なしに一定期間の利用を停止することができるものとしま

す。 

（1）登録者または他の事業者を含む第三者および運営管理者の生命、身体、財産、名誉、信

用等に影響を及ぼす可能性があるとき 

（2）事業者が内定の取り消しまたは採用中止その他登録者の差別的な取り扱いまたは言動等、

採用活動上望ましくない行為を行ったとき 

（3）事業者が法令違反その他社会的合意に反する行為等を行ったことにより運営管理者が

「キャリタス Contact」に会社情報等を掲載することが望ましくないと判断したとき 

 

第 16 条（合意管轄） 

本契約は日本法を準拠法とし、本契約に関して生じる一切の紛争については、東京地方裁判

所または東京簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。但し、当該管轄裁判

所が法令に反すると判断される場合には、法令の定めによるものとします。 

 

第 17 条（存続条項） 

本契約終了後も、第 5 条、第 7 条、第 10 条、第 11 条、第 16 条、第 18 条および本条は有効

に存続するものとします。 

 

第 18 条（協議解決） 

本約款および運用ルール等の解釈に疑義が生じた場合、または本約款および運用ルール等

に限定されていない事項については、運営管理者と事業者は、協議の上円満に解決するもの

とします。 

 

附則： 2019 年 12 月 26 日作成 



「利用約款の定めにもかかわらず、本取引においては以下のとおりの条件とする。 

（1）「事業者」には学校法人等の利用者も含まれる。 

（2）利用期間は 2020 年 8 月末日までとする。 

（3）利用料は不要とし、利用約款第 7 条および第 8 条は適用されない。 

 

以上 

 



新型コロナウイルス感染症拡大による影響で、世帯収入の激減、アルバイト収入の激減・中止等学生生活にも経済的な影響
が顕著となってきている。
これら経済的困難な学生等に対しては、本年4月に開始した高等教育の修学支援新制度及び貸与型奨学金の家計急変対
応や大学等に対する授業料納付の延期、各大学独自減免措置への支援等の対応をとってきているところ。
一方で、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、更なる状況の悪化に伴い、特に家庭から自立した学生等において、大学等
を中退せざるを得ないような事態も想定され、これに対する対応を早急に検討する必要あり。

「学びの継続」のための『学生支援緊急給付金』 の創設
背景・課題背景・課題

○事業のポイント
特に家庭から自立した学生等において、新型コロナウイルス感染症の影響により
アルバイトの減・解雇等突然の収入減による「学びの継続」の危機を抱える状況
を踏まえ、より早く現金が手元に届くスピード重視の制度設計
上記学生等を取り巻く経済環境の激変への対策とともに新型コロナウイルス感
染症の長期化も見据えた「学びの継続」のためのこれまでの支援策との連携

◇対象学生：国公私立大学(大学院含む)・短大・高専・専門学校 ※留学生を含む
（日本語教育機関を含む）

家庭から自立してアルバイト収入により学費等を賄っている学生等で、今回の
新型コロナウイルス感染症拡大による影響で当該アルバイト収入が大幅に減
少し、大学等での修学の継続が困難になっているもの

◇対象者： 約４3万人

◇給付額： 住民税非課税世帯の学生 ２０万円
上記以外の学生 １０万円

◇所要額： 約５３０億円

事業の概要事業の概要 事業スキーム事業スキーム

将来の経済社会基盤を確保する観点から「学びの継続」のために必要な「学生支援緊急給付金」を創設

国

各大学等

補助金

日本学生支援機構
（JASSO）

日本学生支援機構
（JASSO）

対象学生対象学生

支給(振込）

リスト提出

申請

【審査】



本事業は、家庭から自立してアルバイト等により学費を賄っていることや、新型コロナウイルス感染症拡大の影響でその収入が
大幅に減少していることなどの要件を設定していますが、最終的には、大学側が学生の自己申告状況等に基づき総合的に判断
を行うこととしています。

１．以下の①～⑥を満たす者
（１）家庭から自立してアルバイト収入で学費を賄っていること

① 家庭から多額の仕送りを受けていない
② 原則として自宅外で生活をしている（自宅生も可）
③ 生活費・学費に占めるアルバイト収入の割合が高い
④ 家庭の収入減少等により、家庭からの追加的給付が期待できない

（２）新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、その収入が大幅に減少していること
⑤ アルバイト収入が大幅に減少していること（▲50％以上）

（３）既存の支援制度と連携を図り、長期的な視点からも「学びの継続」の確保を図っていること
⑥ 原則として既存制度について以下のいずれかの条件を満たすこと
イ）修学支援新制度の区分Ⅰ（住民税非課税世帯）の受給者（今後申請予定の者を含む。以下同じ）
ロ）修学支援新制度の区分Ⅱ・Ⅲ（住民税非課税世帯に準ずる世帯）の受給者であって、
無利子奨学金を限度額（月額５～６万円）まで利用している者（今後利用予定の者を含む。以下同じ）

ハ）世帯所得が新制度の対象外であって、無利子奨学金を限度額まで利用している者
二）要件を満たさないため新制度又は無利子奨学金を利用できないが、民間等を含め申請可能な支援制度を利用予定の者

※留学生については⑥に代わり、日本学生支援機構の学習奨励費制度の要件等を踏まえることとする
イ）学業成績が優秀な者であること（前年度の成績評価係数が2.30以上）
ロ）出席率が8割以上であること
ハ）仕送りが平均月額90,000円以下であること（入学料・授業料等は含まない。）
二）在日している扶養者の年収が500万円未満であること

２．１．を考慮した上で、経済的理由により大学等での修学の継続が困難であると大学等が必要性を認める者

「学びの継続」のための『学生支援緊急給付金』：対象学生要件
支援対象となる学生の要件支援対象となる学生の要件


